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東久留米市立学校再編成にかかる実施概要（基本プラン）  

東久留米市教育委員会 

（は じ め に） 

 中部地域の小学校再編成については、平成 14 年 11 月策定の「東久留米市立学校

再編成計画（以下、「再編成計画」という。）によれば、 

 ・第八小学校は、第五小学校との統合を基本に、地域内再編成を行う。 

 ・第三小学校の固定制指導学級の施設・設備を整備する。 

とされているが、現在まで実施案の公表までに至っていない。 

 一方、この間、市の財政危機宣言とその解除、都立六仙公園の一部開園、福祉会

館機能のわくわく健康プラザへの移転など、市政や学校を取り巻く環境が大きく変化

する中で、喫緊の課題とされる中部地域の学校適正化については、平成 19 年第一

回市議会定例会の施政方針（注１）において、取り組みの方向性が示されたところで

ある。 

（注１） 平成１９年度施政方針より抜粋 

・・・第八小学校につきましては、施設の老朽化や都立六仙公園の整備計画とも関連し、早

急に適正規模の方向性の具体化が求められております。・・・今後は第五小学校施設整備計

画の具体化に向け、積極的に教育委員会との協議を進めてまいりたいと考えておりま

す。・・・ 

 また、東部地域についてもすでに平成 18 年 3 月に「東久留米市立学校適正配置等

に関する懇談会報告書」がまとめられ、その後の対応が求められている。 

 このような状況を踏まえ、学校適正化の計画的な実施のため、中部地域について

は、現状と将来を見据えた実現可能なプランを策定するとともに、東部地域について

も現時点の考え方を整理して今後の方向性を示すことにより、それぞれ現段階にお

いて最も適切かつ実現性が高いと考えられる「基本プラン」を以下のとおり提示するも

のである。 

 なお、西部地域についても再編成計画に示された方針に基づき、その後の対応に

ついて、総合的な整合性を図っていくものとする。 

 



第１ 中部地域の小学校再編成について 

 

１．再編成計画以後の環境変化等 

 
 平成１３年１０月に報告された、「中部地域の学校適正配置等に関する懇談会

報告書」及びそれを踏まえた「再編成計画」から約５年が経過しているが、こ

の間、具体的実施案を検討する上で重要と考えられる環境変化が以下のとおり

生じている。 
 
環境変化の要素 再編成計画策定時 計画現時点 

 
 
 
 
 
 
 
財政状況による制約 

平成１５年８月に、 
○市税収入の減少 
○行政センター債務１３

億７千万円の１８年度ま

での返済 
○財政調整基金の実質的

な枯渇 
などを理由とした財政危

機宣言がなされた。 
 
その結果、本事業への影響

が生じた。 

○ 財政調整基金の年度

末残高が概ね２０億円確

保されるまでに回復して

いる。 
○ 行政センター用地に

係る債務１３億７千万円

を完済した。 
○ 市税収入は景気回復

のほか、収納率が２６市

中１０位になるまでに徴

収体制が整った。 
 
その結果、学校適正化事

業経費の制約条件は緩和

の方向にある。 
 
 
 
都立六仙公園事業の進捗 

東京都は、「民有地優先取

得方針」のもとに用地買収

を進めていた。 
ただし、都の財政状況から

抑制的傾向にあった。 

○ １８年４月１日に一

部工事が完了し、供用が

開始された。 
○ 都としては、八小の

閉校スケジュールを踏ま

え事業の進捗を図る可能

性がある。 
 
東京都による制度上の財

政支援等 

小・中学校適正化を対象と

した東京都の補助制度は

無かった。 

平成１９年度、東京都は

「新しい学校づくり重点

支援事業」を創設した。 
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○ 支援対象  
平成２３年４月１日まで

に統廃合される学校 
○ 支援期間  
原則３年間 
○ 主な支援内容 
・教員の加配 
・新しい学校適応支援相

談員の派遣 
・備品、設備、既存施設

の小規模な維持補修 
・通学指導員の配置経費

補助 その他 
 
旧福祉会館跡地の活用の

可能性 

福祉会館が稼動しており、

移転計画等も無かった。 
福祉会館機能が中央地区

センターとわくわく健康

プラザに移転し、現在、

更地になっている。 

 
 
２． 基本プランの検討のための課題の検証 

 
前述の環境変化等を踏まえ、基本プランの策定に向けた課題について、以下

に考察するものとする。 
 
（１）児童数の推計から見た「第五小学校統合案」についての検証 

 
○ 第八小学校は全学年の単学級が継続しており、１９年５月１日現在の児童

数は１１５人である。また、今後も全学年の単学級が予想されている。一方、

第五小学校は現在１８学級５４１人の在籍となっている。仮に第八小学校全

体を第五小学校に統合した場合でも現時点の学級数に変動は無く、学級数は

学校規模の標準としている１８学級（１学級平均３７人）となることからす

れば、この計画の合理性は十分あるものと考える。（注２） 
 
○ ひばりが丘団地建て替えの動向や宅地増の状況によっては、児童数・学級

数の増加が避けられないことも予想されるが、その場合においても、再編成

計画の目安である上限（２４学級）に至ることはないと考えられる。 
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（注２）第五小学校・第八小学校の現況（平成１９年５月１日現在）と統合シ

ュミュレーション 
   ◎第八小学校 

（単位：児童数、人，学級数、学級，平均児童数、人） 

学 級 児童数 学級数 平均児童数 
１－１ １６ １ １６ 
２－１ １６ １ １６ 
３－１ １８ １ １８ 
４－１ ２１ １ ２１ 
５－１ ２０ １ ２０ 
６－１ ２４ １ ２４ 
計 １１５ ６ ２０ 

 
◎第五小学校 

（単位：児童数、人，学級数、学級，平均児童数、人） 
学 年 児童数 学級数 平均児童数 
１ ８６ ３ ２９ 
２ ８９ ３ ３０ 
３ ９１ ３ ３１ 
４ ８７ ３ ２９ 
５ １００ ３ ３４ 
６ ８８ ３ ３０ 
計 ５４１ １８ ３１ 

    
◎第五小学校＋第八小学校 

（単位：児童数、人，学級数、学級，平均児童数、人） 
学 年 児童数 学級数 平均児童数 
１ １０２ ３   ３４ 
２   １０５ ３   ３５ 
３ １０９ ３   ３７ 
４ １０８ ３   ３６ 
５  １２０ ３   ４０ 
６ １１２ ３   ３８  
計  ６５６ １８   ３７ 
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（２） 学校用地拡張の可能性の検証 

 

 中部地域の学校再編成にあたっては、関係校の施設整備に伴う学校用地拡張

の可能性を検討する必要があるが、下表はそのことについて整理したものであ

る。 

 

検討すべき用地 取得又は活用の可能性 
 
 
第五小学校北側民有地 

隣接する１０筆の一団の農地と赤道の合計８,１８４㎡
（公簿）は、生産緑地法にかかる指定がなされており、同

法の趣旨の観点では可能性がある。ただし、私有財産であ

ることから所有者の理解と協力がなければ実現しない。 
 

 
第三小学校北側（旧福祉

会館跡地） 

 当該用地の売却収入は平成１９年度当初予算に見込まれ

ているが、財源調整が可能であれば、学校用地に転用する

ことは可能である。 
 

 
○ 以上のことから学校用地拡張の観点で言えば、市の財産である旧福祉会館

跡地が最も活用の可能性を有している。 
 
○ また、今後の施設整備を考えた場合、第五小学校隣接の北側農地の取得努

力を並行して行うことも視野に入れる必要がある。 
 
 
（３） 第八小学校在籍児童の居住地から見た対象校の妥当性の検証 

 
○ 本計画を進める場合、一定の施設整備等に時間を要することを考慮すると、

在学中に影響を受けるであろう児童は、最大でも１学年から３学年までと考

えることが妥当である。 
 
○ 平成１９年度第八小学校の１学年から３学年までの在籍児童５０人の居住

地を整理したところ以下のとおりとなった。 
・ 第八小学校の北側Ａの区域居住児童 ２４人（４８％） 
・ 第八小学校の西側Ｂの区域居住児童 １２人（２４％） 
・ 第八小学校の東南側Ｃの区域居住児童１３人（２６％） 
・ 徒歩圏外に居住の児童        １人（ ２％） 
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【 分 布 略 図 】 

中央町二丁目

落合川
3 ●

3 ● ● 2 ●

7 ●

1 ●

11 ● 5 ●

17 10 ●

● ● ● ● ●

16 ● ● ●

● ● ● ● 9 ●

15 ● ●

14 ● ●

18 ● ● 13 ●

中央町三丁目 19 ● 南沢三丁目

中央町五丁目 神
明 22 21 ●

7 通 ● ● ● ● ● 16 ● ●

● り

1 ● ● ●

3 ● ● ●

中央町四丁目

4 ● ● ● ●

凡例

● 児童１名所在

町丁境界

Ａ、Ｂ、Ｃ　区域境

児童分布の略図（１～３学年）

三小

C

五小

Ｂ

八小

Ａ

一小

中央中

 
○ 以上のとおり、「再編成計画」どおり第五小学校との統合案で進めた場合、

３／４の児童は都立六仙公園という大規模の公園を横切り、あるいは回り込

んで通学することになり、登下校時の児童の安全という視点からの不安を払

拭することはできないことが懸念される。 
 
（４）保護者の意向 

 
○ 平成１９年７月、教育委員会では第八小学校 PTA代表との意見交換をもっ
た。PTAからは「子どもが卒業するまで、統廃合は行わないでほしい」「早く
計画を示してほしい」「第五小学校へは通わせたくない」等々、多様な意見が

あった。 
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○ 市教育委員会では、 
①六仙公園計画は今後も進められて行く。従って第八小学校の統廃合は、

どのように行なうかという問題である。 
②早急に骨格をまとめ、PTAに一番初めに情報提供する。 
との見解を示した。 

 
 
（５）対象校を第一、第三、第五小学校とした場合の検証 

 
 以上の分析を参考として、現時点における最適な案の検討にあたり、「第八小

学校が昭和４６年（1971年）に第一小学校、第三小学校、第五小学校から分離
した。」という歴史的経緯を踏まえ、仮に第八小学校の個々の児童に着目して、

対象校を居住地に最も近い学校とした場合、１学年から３学年までのシュミュ

レーションを行うと、各小学校の児童数は以下のとおりとなる。 
 
 
 
◎ 第一小学校（中央町三丁目９～１５番・２１・２２番及び区域外を対象） 

           （単位：児童数、人，学級数、学級） 
学 年 現在児童数 学級数 八小児童数 合計児童数 学級数 
１  ７３ ２   ３  ７６ ２ 
２  ７７ ２   ６  ８３ ３ 

  ３   １１２ ３ ４   １１６  ３ 

合 計    ２６２  ７   １３    ２７５  ８ 

 
◎ 第三小学校（中央町一、二丁目、中央町三丁目１～６番・１６～１９番、 

南沢三丁目１～１０番、を対象） 
                     （単位：児童数、人，学級数、学級） 

学 年 現在児童数 学級数 八小児童数 合計児童数 学級数 
１ １０１ ３   ９ １１０  ３ 
２ １１９ ３   ７ １２６  ４ 

３ １０６ ３   ８ １１４  ３ 
合計 ３２６ ９ ２４ ３５０ １０ 
特別支援     ８ ２    
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◎ 第五小学校（それ以外の第八小学校通学区域） 
                     （単位：児童数、人，学級数、学級）    

学 年 現在児童数 学級数 八小児童数 合計児童数 学級数 
１   ８６ ３   ４   ９０ ３ 
２   ８９ ３   ３   ９２ ３ 

３   ９１ ３   ６   ９７ ３ 
合計 ２６６ ９ １３ ２７９ ９ 

 
 
３． 基本プラン（中部地域小学校再編成）の考え方 

 
 以上の検討の結果、「再編成計画」を踏まえた上で、環境変化に対応しつつ、

教育条件の整備を図るため、東久留米市教育委員会は次のとおり考え方を取り

まとめた。 
 
○ 都立六仙公園計画は前市政の誘致活動もあり、平成７年に都市計画決定し、

現在、一部を供用開始しつつ事業は着実に進められている。従って第八小学

校の統廃合問題は、再編成を如何に行うかという具体的な議論の段階に至っ

ていると承知している。 
 
○ 第五小学校統合案は、「再編成計画」策定の当時、「八小児童がまとまって

転校したほうがよい。」という懇談会の意見集約を尊重したものであるが、現

時点では前述のとおり環境変化等もあり、（５）で示した居住地と小学校の位

置関係に視点を置いた、第一、第三、第五小学校の複数の小学校を対象校と

する案が、より合理性を持つものと思料する。 
 
○ この場合、第三小学校については旧福祉会館跡地の活用も含めた計画とす

る。  
 
○ よって東久留米市教育委員会は、第一、第三、第五小学校の複数の小学校

を対象校とする案を基本プランとし、当事者である保護者に対して当該案を

示し、より良い計画実現のための建設的な協議に入るべきであるとの考えに

至った。 
  なお、この場合の各関係校の施設整備については、普通教室の確保を中心

に実施する。 
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４． 基本プランの目途 

 
○ 第八小学校の閉校は、平成２２年４月１日を目途とする。 
 
 

 

 

第２ 東部地域の小学校再編成等について 

 

 

１． 東部地域の小・中学校に関する現状認識 

 

 

○ 東部地域の学校再編成については、「再編成計画」によれば、 
 ・ 第四小学校は、第六小学校及び神宝小学校との統合を基本とする。 
 ・ 第二小学校については、学区域変更等によって適正規模化を図る。 
 ・ 通級制指導学級を新設する。 
 等とされている。 
 
○ このような考え方のもとで、児童数が７９人と極めて小規模になっている

第四小学校への対応を優先課題とすると共に、児童数が７２５人と市立小学

校最大規模の第二小学校の更なる増加という懸念の解消も課題と考える必要

がある。 
 
○ また、第六小学校の児童数が２２８人（市内４番目の小規模小学校）であ

り、３学年が単学級となっていることからすれば、これも課題として認識す

る必要がある。 
 
○ なお、現在東久留米団地の第１期工事が進められているが、第四小学校の

児童数の推計については、今後、更に第２期工事が進められたとしても、第

四小学校が単学級であり続けることに変わりはないと想定される。（注６） 
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（注６）東部地域に所在する小学校の児童数（平成１９年５月１日現在） 
 ◎ 第二小学校 

（単位：児童数、人，学級数、学級，平均児童数、人） 
学 年 児童数 学級数 平均児童数 
１ １１４ ３ ３８ 
２   １１５ ３ ３９ 
３ １１８ ３ ４０ 
４ １３３ ４ ３４ 
５  １１７ ３ ３９ 
６ １２８ ４ ３２ 
計  ７２５ ２０ ３７ 

    
 ◎ 第四小学校 

（単位：児童数、人，学級数、学級，平均児童数、人） 
学 年 児童数 学級数 平均児童数 
１ １６ １ １６ 
２ １２ １ １２ 
３ １４ １ １４ 
４ ９ １ ９ 
５   １５ １   １５ 
６   １３ １   １３ 
計  ７９  ６  １４ 

   
◎ 第六小学校 

（単位：児童数、人，学級数、学級，平均児童数、人） 
学 年 児童数 学級数 平均児童数 
１ ３５ １ ３５ 
２    ４０ ２ ２０ 
３ ４１ ２ ２１ 
４ ３７ １ ３７ 
５  ３４ １ ３４ 
６ ４１ ２ ２１ 
計 ２２８  ９ ２６ 
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◎ 神宝小学校 
（単位：児童数、人，学級数、学級，平均児童数、人） 

学 年 児童数 学級数 平均児童数 
１  ６９ ２ ３５ 
２    ６６ ２ ３３ 
３  ８５ ３ ２９ 
４  ６２ ２ ３１ 
５   ５９ ２ ３０ 
６ ６４ ２ ３２ 
計  ４０５ １３ ３２ 

特別支援学級 １１ ２  

 
 
○ 一方、中学校という視点から見た場合、第四小学校と第六小学校は共に東

中学校の学区域に所在しており、両校児童が中学校に進学した場合、その児

童と保護者は、東中学校の教育環境を共有するということになる。 
 
○ そこで、東中学校の教育環境を見ると、 
・ 校庭が狭く屋外競技も十分に行えない。（例えばサッカーゴールが、ゲー

ムを行うのに当然の一対にした設置ができない。） 
・ 体育館は行政境となる道路を隔てた新座市にあるため、体育館使用時

には安全上の配慮が欠かせない。 
など、必ずしも好ましくない要素が見受けられる。 
 

 

２． 基本プランの考え方 

 

東部地域の小学校再編成は、このような現状認識を踏まえると共に、「再編成

計画」では中学校について「市域全体（7校）での再編成を基本とし、今後の生
徒数の推移・推計や各地域の状況等、客観的条件を加味して具体的に検討しま

す。」としていることを念頭に置く必要がある。 
よって、将来、中学校再編成を検討する際の支障とならず、かつ直面する課

題を早期に解消できる考え方として、東久留米市教育委員会は「東部地域の基

本プラン」を以下のとおり取りまとめた。 
これを叩き台として実現に向けた議論を進めて行くこととする。 
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○ 第四小学校を第六小学校に統合する。これにより第四小学校と第六小学校

の単学級を解消して教育条件を整備する。 
 
○ 第六小学校に通級制指導学級を新設する。 
 
○ あわせて、移転後の第四小学校の敷地の大半を東中学校の校庭として活用

するとともに、新座市に所在する同校体育館を敷地内に建設することにより、

東中学校の教育環境を整備する。 
 
○ なお、第二小学校と神宝小学校については、将来、対応すべき課題が生じ

た折には、東部地域に所在する隣接校として地理的条件を踏まえ、解決の道

を探ることとする。 
 
○ 再編成計画の実施に必要な財源等の整理も考慮しつつ、中部地域の進捗状

況を踏まえた上で着手する。 
 
 
 
３． 西部地域の小学校再編成計画等について 

 
○ 西部地域の学校再編成については、「再編成計画」によれば、 
 ・ 小規模校である下里小学校は、第七小学校及び第十小学校との統合を

基本とする。 
 ・ 再編成の実施時期や方法等、具体的な内容については、統合準備会を

作り議論する。 
 とされている。 
 
○ 西部地域の小学校再編成については、中部地域･東部地域の動向を踏まえ 
た上で、「再編成計画」に示された考え方を基本に、改めて実施に伴う具体 
的なプランを策定するものとする。 
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